
イノベーションを起こす地域産業振興策
（事例：飯田地域の航空宇宙プロジェクト）
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飯田地域の航空機産業参入にみるクリエイティビティの発現
（偶然に頼らない「背伸び」の継続によるイノベーション）

地
域
の
経
済
自
立
度
向
上
（「見
え
る
化
」に
よ
る
価
値
観
の
共
有
）

（
公
財
）
南
信
州
・
飯
田
産
業
セ
ン
タ
ー

当
事
者
意
識
の
醸
成

共
創
の
場

協
働
ス
キ
ー
ム
の
形
成

新
分
野
の
育
成

JISQ（AS）
9100
取得27社
（当初 1 社）
（長野県内35社中）

航空宇
宙プロ
ジェクト

信州大学航空機システム共
同研究講座（新分野に必要
な人材育成）

エアロスペースIIDA（事業主体の設立）
現在10社 （当初 5 社）

航空宇宙産
業クラスター
拠点工場

旧県立飯田工業高等学校の施
設を活用した知の拠点整備

信州大学航空機システム共
同研究コンソーシアムの形成
（産・金・官の協働）

（
試
行
錯
誤
を
し
な
が
ら
高
付
加
価
値
追
求
）
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南
信
州
広
域
連
合

共
創
の
場

リレー生産
体制（飯田
のリレー方
式）の構築

共
創
の
場



35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

55.0%

60.0%

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

必要
所得額

46%
44%

10%

Ｈ１３の経済自立度は４６％

地域産業からの波及所得

・工 業１,３９８億円
・農林業 ２４０億円

・観光業 ８２億円

計 １,７２０億円

地域住民１７万８千人の必要所得は ３,７２４億円
（地域経済活性化プログラムの対象は南信州圏域全体の住民）

公的業務からの波及所得
１,６５５億円

不足額
３４９億円

経済自立度の推移

Ｈ１５ 自立度→４３．５％
Ｈ１９ 自立度→５４．９％
Ｈ２１ 自立度→４２．２％
Ｈ２２ 自立度→４７．７％
Ｈ２３ 自立度→４５．７％
Ｈ２４ 自立度→４７．２％
Ｈ２５ 自立度→４７．６％
Ｈ２６ 自立度→５０．１％
Ｈ２７ 自立度→４９．３％

※H26･27は推計値

当面目標： Ｈ２８
自立度→ ５５％
波及所得１,９００億円

最終目標：
自立度→７０％
波及所得２,４００億円

H20 リーマンショック
H23 東日本大震災

・地方分権一括法施行（H12.1）
伴う三位一体改革
背景：膨大な財政赤字

国の支援が減少しても
自立できる地域づくり

（参考） 南信州定住自立圏(飯田地域)の経済自立度
～地域経済活性化プログラム 目標：地域の経済自立度７０％～
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平成24年 (公財)南信州・飯田産業センター

人材育成支援

地場産業高度化
ブランド化支援

販路開拓支援

新産業創出支援

（財）飯伊地域地場産業振興センター
設 立 ： 昭和５８年 長野県・市町村、企業が出資し法人設立
目 的 ： 地場産品の情報発信・展示・販売

航空宇宙産業
クラスター

メディカル・
バイオクラスター

広 域
（三遠南信等）

大 学

【社会情勢の変化】

・グローバル化の進展 ・海外シフトによる国内空洞化

・リーマンショック、東日本大震災等

【地域を取り巻く環境変化】

・南信州定住自立圏形成協定締結 ・三遠南信地域広域基本計画策定

・公益法人の見直し

（公財）南信州・飯田産業センターの移転と機能強化

・技術の高度化、新たな分野への挑戦を支援する研究開発機能
・企業の研究開発を支援する公的試験場としての試験・検査機能
・高い技術力を持つ人材の育成を進める機能
・インキュベート機能、情報発信機能、異業種連携の推進

【連携】

ものづくりの高度化・高付加価値化

【課題】

・新分野の研究開発機能と専門的な人材育成

・(公財)南信州・飯田産業センターの狭隘化・老朽化

・公的試験場の機能強化の必要性

ＥＭＣセンター

工業技術センター

（参考） 「共創の場」の機能を有する公益財団法人南信州・飯田産業センター
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共創の場





航空宇宙産業における特殊工程技術（熱処理、
表面処理、非破壊検査）機能を有する「航空宇
宙産業クラスター拠点工場」を整備することによ
り、地域内で実施可能な工程幅を広げ、地域内
一貫生産体制を確立する。

目 的

○ 事業費
・総事業費：557,098千円
熱処理工場棟工事：325,973千円
表面処理工場棟工事：231,125千円

・資金調達
国庫補助金：211,692千円
（経済産業省「地域企業立地促進等共用施設整備費補助金（H24・H25）」）

県補助金：50,000千円
（長野県「航空宇宙産業育成強化支援事業補助金（H25・H26）」）

市補助金：30,000千円
（飯田市「航空宇宙産業クラスター拠点整備事業負担金（H25）」）

○ 入居企業
熱処理：多摩川パーツマニュファクチャリング㈱
非破壊検査：多摩川パーツマニュファクチャリング㈱

表面処理A,B：多摩川パーツマニュファクチャリング㈱
営業：エアロスペース飯田

熱処理工場棟

熱処理工場棟：平成26年3月 竣工
表面処理工場棟：平成26年9月 竣工

表面処理工場棟
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（参考） 航空宇宙産業クラスター拠点工場



○所在地：飯田市座光寺3349-1 ○施設竣工：平成元年
○土地：29筆 46,705.47㎡ ○建物：14棟 14,489.36㎡

○南信州・飯田産業センター

○公設試験場機能
○ホール機能

○南信州・飯田産業センター
○国県研究機関等

○展示体験、売店等機能

○共創の場
○信州大学航空機システム共同研究講座

○信州大学南信州キャンパス
○産業技術大学ほか教室

（参考） 旧県立飯田工業高校の施設を活用した知の拠点整備
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（参考） 信州大学航空機システム共同研究講座（新分野に必要な人材育成）

航空機産業振興に資する知の拠点を形成するために、信州大学サテライト
キャンパスを設置し、航空機システムの研究開発と高度人材育成を行う。

ＪＡＸＡから専任教授 柳原正明氏

特任教授、特任准教授、コーディ
ネーターの３名で講座を運営する。

◆卒業研究学生、修士・博士課
程学生の教育研究指導

◆地域企業との共同研究、
国家プロジェクトへの参画
◆信州大学航空宇宙システム
研究センターとの連携による
プロジェクト推進
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信州航空機システム共同研究コンソーシアム
飯田市、南信州広域連合、南信州・産業センター、長野
県、地元金融機関、信州飯田地域企業で信州航空機シス

テム共同研究コンソーシアムを組織し、信州大学「航空機
システム共同研究講座」の運営をサポートする。



(参考1-1)

【長野県・静岡県を新たに区域拡大】
飯田下伊那34企業及び
６自治体（長野県を含む）が参画
平成26年2月18日 推進協議会にて拡大承認
同年 4月21日 国へ区域変更申請
同年 6月26日 国による区域の指定
同年 8月29日 国へ事業計画変更報告

イノベーションを創出する「広域連携」と「社会資本整備」の連動

アジア最大・最強を目指す「アジアNo.1航空宇宙産業クラスター形成特区」

研究開発から設計・開発、飛行試験、
製造・販売、保守管理までの一貫体
制を構築し、アジアの新興国等の追
随を許さない、一大集積地を形成

さらなる集積と機能強化

日本の航空機・部品生産額の約５割を占
める我が国最大の航空宇宙産業集積地
「愛知・岐阜・三重地域」
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中津川

リニア中央新幹線



「広域連携」と「社会資本整備」の連動
－カンフル剤からイノベーション誘発剤へ

国等の社会資本整備（道路、鉄道等）

Ａ地域の
生産性向上

Ｂ地域の
生産性向上

Ｃ地域の
生産性向上

社会資本整備により各地の生産
性向上を促せれば・・・
（カンフル剤としての機能）

ＢＥＦＯＲＥ ＡＦＴＥＲ

広 域 連 携

ＳＥＮＡ
（三遠南信地域連携ビジョン推進会議）

東三河
地域

南信州
地域

遠州
地域

国等の社会資本整備（三遠南信道路、
リニア等）

広域連携を強力に推進している圏域に社
会資本整備を投入
（イノベーション誘発剤としての機能）

共創の場 イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

21



ナレッジ・リンク：イノベーション創出が期待される広域連携を目指す

出典：国土交通省 22
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